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業界事例︓ バーコード、RFID のレジ決済 所要時間
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所要時間 18個 48 秒 所要時間 20個 2 秒

店員さん、お客さん
＝ 48 秒 X  ２⼈
＝ 1分36秒の時間

時給千円として、26円のコスト

無⼈レジ＝お客さん1⼈
＝ 2 秒 X  1⼈
＝ 2秒の時間

時給千円として、56銭のコスト

98%削減

バーコード RFID 



⽐較︓バーコード、RFIDハンディリーダー、RFID 棚アンテナ
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バーコード
10秒 ｘ 1,000枚 → 166 分

RFIDハンディリーダー
1 秒 ｘ 1,000枚 → 5  分

* 多くの時間は、タグ探し作業と
複数棚の間の移動・作業時間

＊ 多くの時間は、複数棚の間を
移動する作業時間

RFID ケーブルアンテナ、棚アンテナ 1 秒 ｘ 1,000枚 → 5 秒

＊ 営業時間中、来客中でも
リアルタイムで⾃動棚卸

→  ⽣産、物流と在庫情報を共有
サプライチェーンの随所で
リアルタイムのデータ共有

棚卸所要時間

棚卸は数ヶ⽉に1度 → 横持ちは困難

棚卸は開店前、閉店後に
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UHF 電⼦タグ⽤ ケーブルアンテナ 棚アンテナの開発

ゲートアンテナケーブルアンテナ 棚アンテナ 棚アンテナ設置例

開発のポイント

1) 量産された廉価な同軸ケーブルの⼀部加⼯ → ケーブルアンテナを形成

2) ケーブルアンテナを 棚アンテナへ応⽤

3) 通信性能を発揮する アンテナパターンの開発

→ 商品の在庫情報、使⽤・賞味期限など個品情報を、⼈⼿を介さず、⾃動収集する仕組み

（そもそも、幅広い棚の上の近傍を狙って読み取ることは難しい）
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これまでのハードル

→ 商品の在庫情報、使⽤・賞味期限など個品情報を
⾃動収集するシステムは普及していません。

アンテナ価格の問題 従来のアンテナは⽐較的⾼額
（1枚当り数万円）

→ 棚単位毎に複数アンテナを網羅的に設置することは困難

電波の⾶び⽅の問題 電波の⾶びすぎ
反射や誤読、読み漏れ

→ 棚の上だけを狙って読み取ることは難しい

商品棚の特性
横幅が広い、垂直⽅向は短い
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棚アンテナと、従来型 UHFアンテナとの違い

従来型
固定型アンテナ / 棚アンテナ

ケーブルアンテナを活⽤した
棚アンテナ / ゲートアンテナ

Source: JAISA

棚の上、近傍のみの読取り を⽬指す
形状変更がフレキシブル = 廉価
電波出⼒、読取環境に応じた最適化を⽬指す

例: サイズは
30cm四⽅

10 cm 〜 1-3 m  

サイズは
棚のサイズに合わせ
フレキシブル
に対応可能
例︓90 x 20cm

棚アンテナ

読取り範囲 のイメージ図

棚 ︓ 10-20 cm 
ゲート ︓ 1 m 内外

← →実務的
通信距離

⇄実務的
通信距離

＊読取り不能ポイント

電波の⾶び過ぎ vs 電波対策の⼿間 / コスト
棚全体を覆うには、複数のアンテナが必要 = ⾼額
形状・サイズに合わせ、アンテナサイズを再設計

＊上下左右に接する棚、壁、⾦属の有無など

固定
アンテナ

⽬標 読取範囲
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棚アンテナの 読み取り実証デモ
リアルタイムの ⼊出庫、⾃動棚卸 →  個品情報の⾃動収集技術
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棚アンテナの 読み取り実証デモ
冷蔵庫内 → イエナカ 、スマートハウスへの展開

10個のアイテム︓ ⽸ビール 4本、⽸詰 3個、ペットボトル 3本



棚アンテナ 想定ユースケース
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⼩売 /アパレル / 図書館
コンビニ /ドラッグ
時計/ 宝⽯ / 重要書類
医薬、医療品、⻘果、
サーバー、資産管理



⽤途例: 経産省 電⼦タグ 1,000億枚 宣⾔
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コンビニ /ドラッグストア 業界
2025年 実装（⽬標 1枚 1円）
1,000億枚の電⼦タグ普及（⽬標）
流通、物流の省⼈化 / 効率化
⾷品ロス、廃棄ロスの削減

解決課題︓ 電⼦タグ関連
廉価なタグ、電⼦レンジ対応タグ
⾦属・⽔物 対応タグ
廉価な棚アンテナ、リーダー
無⼈決済レジ、⾷品ダイナミックプライシング

デジタル化、
⾃動化（無⼈化）、省⼈化

サプライチェーン全体での
データ共有、共有基盤の構築



Source:

電⼦タグ 1,000億枚宣⾔の背景
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https://www.meti.go.jp/press/2017/04/20170418005/20170418005.html



12Source: SIP



電⼦タグ、ブロックチェーンによるトレーサビリティ追跡システム
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⽶国での先⾏開発事例

CHIPの取り組み
⽶オーバーン⼤学RFIDラボと⼩売業界の企業など⽴ち上げたイニシアチブ。CHIPは、RFIDラボと20社以上
の企業から成るコンソーシアム「Auburn Blockchain Working Group」のメンバーによって構成されます。

基本的には各社がサプライチェーンノード（Peer）を運⽤していますが、Macy’sは同社のDC（在庫型物流
センター）と店舗で1ノードずつ、Nikeは⼯場とDCで1ノードずつ運⽤。各商品は、RFIDによりスキャン
され、ブロックチェーンに書き込まれる仕組み。

本研究開発成果（SIP）を活⽤した本邦 産官学連携により、
⽶国の開発技術を上回る性能発揮を⽬指すことが可能であると考えます。


